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本章では、本区の住宅・住環境の状況を、人口・世帯数、住宅ス

トック、環境・エネルギー、防災・防犯の視点から把握し、住宅政

策を考えていく上での課題を整理します。 
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２.１ 本区の住宅・住環境の状況 

新たに 20 年先を見据えた計画を策定するにあたり、本区を取り巻く住宅・住

環境の現状について分析を行い、住宅施策における課題を整理します。 

（１）人口・世帯の状況 

 ① 人口・世帯数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

本区の将来人口は、平成 42（2030）年の 701,161 人をピークに、その後は減少

に転じると見込まれています。また、一般世帯数は、平成 47（2035）年の 329,424

世帯をピークに、その後は減少に転じると見込まれています。 

なお、年齢 3 区分別にみると、引き続き老年人口（65 歳以上人口）は増加し、

年少人口（15 歳未満人口）は減少が見込まれることから、さらなる少子高齢化が

予測されます。 

■ 人口・世帯の実績と推計 

出典：江戸川区人口ビジョンをもとに作成 

2000年

(平成12年)

2005年

(平成17年)

2010年

(平成22年)

2015年

(平成27年)

2020年

(平成32年)

2025年

(平成37年)

2030年

(平成42年)

2035年

(平成47年)

2040年

(平成52年)

人口 619,953 653,944 678,967 681,298 693,245 700,099 701,161 698,132 692,147

一般世帯数 258,210 281,705 303,836 308,862 317,926 325,200 328,684 329,424 328,505

701,161

329,424

200,000

220,000

240,000

260,000

280,000

300,000

320,000

340,000

360,000

380,000

400,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

550,000

600,000

650,000

700,000

750,000

(人) (世帯)実績値 推計値

■ 年齢３区分別人口構成比の推計 

出典：江戸川区人口ビジョンをもとに作成 

72.7%
70.1%

67.1% 65.8% 65.5% 65.8% 64.9%
62.4% 59.2%

12.8% 15.4% 17.9%
20.5% 21.5% 21.7% 23.2%
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2035年

(平成47年)

2040年

(平成52年)

生産年齢人口

老年人口

年少人口

実績値 推計値
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 ② 家族類型別世帯数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ③ 周辺自治体との転出入  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

家族類型別世帯数の推移をみると、「単身世帯」が大きく増加し、「夫婦世帯」

及び「ひとり親と子世帯※1」も増加傾向にあります。 

一方、「夫婦と子世帯※2」は現状では微増傾向にありますが、平成 32（2020） 

年をピークにその後は、微減傾向に転ずると予測されます。 

周辺自治体との転出入について、差分（各年の転入総数から転出総数を差し引

いた数）の状況をみると、最近（平成 29（2017）年）までの 5 か年では、都心寄

りに隣接する江東区との間で、転出超過から転入超過に転じています。 

また、葛飾区及び千葉県市川市との間では、一定数の転出超過が続いています。 

※1 ひとり親と子世帯：父親または母親と未婚の子のみで構成する世帯。 

※2 夫婦と子世帯：夫婦と未婚の子のみで構成する世帯。 

 

国勢調査では高齢者単身世帯・高齢夫婦世帯については昭和 55 年から集計してい

ますが、 

その定義は各回調査で若干異なり次の通りとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 家族類型別の世帯推計 

出典：江戸川区人口ビジョンをもとに作成  
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0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

2000年

(平成12年)

2005年

(平成17年)

2010年

(平成22年)

2015年

(平成27年)

2020年

(平成32年)

2025年

(平成37年)

2030年

(平成42年)

2035年

(平成47年)

2040年

(平成52年)

単身世帯

夫婦と子世帯

夫婦世帯

ひとり親と子世帯

その他世帯

実績値 推計値(世帯)

■ 周辺自治体との社会増減 の状況  

出典：住民基本台帳をもとに作成 
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※各年1月1日から同年12月31日までの転出入人口としている。
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【5歳幅】→【5年後の5歳幅】

 

 ④ 世代別の人口変化率  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

人口を5歳ごとに区切り、それぞれの5年後の人口と比較すると、平成12（2000）

年以降、10 歳代及び 20 歳代のグループはいずれも 5 年後の人口変化率が 1.0

を上回っており、この世代は常に増え続けていることがわかります。なかでも 15

～19 歳から 20～24 歳にかけての増加が最も大きく、20 歳前後の層が人口増加

の下支えをしていることがわかります。 

一方、その前後の世代(10 歳未満及び 30 歳代以上)は、総じて変化率が 1.0 を

下回っており、人口が減少していることがうかがわれます。 

さらに、全世代を通じて、調査時点が最近のものほど、グラフが下振れしており、

人口減少の度合いが高まっているといえます。 

また、特に年少人口（15 歳未満）について、年齢別に前年との増減をみると、

いずれの年も 6 歳の人口が大きく減少しているため、小学校入学期に転出する世

帯があることが推察されます。 

■ ５歳幅ごとの５年後の人口変化率 

出典：国勢調査（総務省）をもとに作成 

「【15-19】→【20-24】歳」 

の転入超過 

転入超過から転出超過へ 
転換 

■ 年少人口（15 歳未満）における前年比増減の状況（H25→30） 

出典：住民基本台帳をもとに作成 

※0 歳の人口及び平成 25、30 年の人口は実数を示しています。 

注）表の見方 

例えば、平成 25 年の 3 歳

児  は、6,264 人であ

り、平成 26 年に 21 人減

少、平成 27 年に 55 人減

少しており、平成 30 年（8

歳児）には 5,924 人となっ

ています。 

実数 実数
平成25年
（2013年）

平成26年
（2014年）

平成27年
（2015年）

平成28年
（2016年）

平成29年
（2017年）

平成30年
（2018年）

平成30年
（2018年）

　0※ 6,069 6,082 6,094 6,062 6,132 5,808 5,808

1 6,137 +104 +157 +177 +119 +67 6,199

2 6,148 ▲ 108 ▲ 26 +2 ▲ 67 ▲ 65 6,116

3 6,264 ▲ 50 +26 +8 ▲ 134 ▲ 100 6,104

4 6,393 ▲ 21 ▲ 6 ▲ 7 ▲ 3 ▲ 13 6,094

5 6,355 ▲ 44 ▲ 55 ▲ 4 ▲ 8 ▲ 37 6,115

6 6,180 ▲ 139 ▲ 114 ▲ 171 ▲ 80 ▲ 111 5,929

7 5,972 ▲ 97 ▲ 12 ▲ 30 ▲ 81 +2 6,010

8 6,143 ▲ 15 ▲ 35 ▲ 38 ▲ 33 ▲ 12 5,924

9 6,333 ▲ 52 +1 ▲ 13 ▲ 21 ▲ 15 6,157

10 6,511 ▲ 14 ▲ 2 ▲ 21 ▲ 3 +22 6,167

11 6,491 ▲ 43 ▲ 26 +5 ▲ 5 +22 6,054

12 6,593 ▲ 19 ▲ 31 ▲ 24 +9 +9 5,941

13 6,549 ▲ 22 ▲ 7 +2 ▲ 27 ▲ 18 6,085

14 6,472 ▲ 15 +4 +20 ▲ 1 +16 6,258

年齢
増減（＋：増　▲：減）　※0歳は実数
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 ⑤ 高齢単身世帯・高齢夫婦世帯などの動向  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「高齢単身世帯※1」、「高齢夫婦世帯※2」の世帯数の推移をみると、平成

17（2005）年から平成 27（2015）年の 10 年間で、「高齢単身世帯」が 18,201 世

帯から 31,338 世帯へ約 1.7 倍に増加し、「高齢夫婦世帯」も 17,753 世帯か

ら 23,601 世帯へ約 1.3 倍に増加しています。 

■ 高齢単身世帯数・高齢夫婦世帯数の推移 

出典：国勢調査（総務省） 

 

高齢単身世帯数 

約 1.7 倍に増加 

高齢夫婦世帯数 

約 1.3 倍に増加 

※1 高齢単身世帯：65 歳以上の単身世帯。 

※2 高齢夫婦世帯：夫 65 歳以上、妻 60 歳以上の夫婦世帯。 

 

国勢調査では高齢者単身世帯・高齢夫婦世帯については昭和 55 年から集計してい

ますが、 

その定義は各回調査で若干異なり次の通りとなっています。 
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 ⑥ 同居・近居の現状  

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

本区では、熟年者の世帯と子※1 が同居※2 または近居※3 する割合が 42.5％と、

23 区平均の 38.3%よりも高くなっています。 

また、三世代同居率は全世帯数の約 2.6%となっており、23 区のなかでも 2 番

目に高い割合となっています。 

■ 熟年者の世帯と子の同居・近居の状況（平成 25 年） 

出典：H25 住宅・土地統計調査（総務省） 

11.3%

11.6%

12.3%

11.3%

14.7%

19.6%

35.4%

33.4%

26.2%

24.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

２３区

江戸川区

子が一緒に住んでいる（敷

地内同居含む）

子が徒歩５分程度の場所に

住んでいる

子が片道15分未満の場所

に住んでいる

子が片道１時間未満の場

所に住んでいる

子が片道１時間以上の場

所に住んでいる

同居 近居(30.9%)

42.5％

38.3％

同居 近居(27.0%)

※1 子 ：未婚の子、既婚の子、及びその配偶者のうち、最も近くに住む者。 

※2 同居：次のいずれかに該当する場合を指す。 

     ①同一住居内に同居、②共同住宅の同一棟内に居住 

     ③複数棟建て共同住宅など同一敷地内に居住 

※3 近居：同居を除く、子が（各々の通常の手段で）、片道 15 分未満の場所に居住する場

合を指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 23 区内の三世代同居率上位５区（平成 27 年） 

出典：H27 国勢調査（総務省） 

総世帯数(世帯) 三世代同居世帯数（世帯） 三世代同居率

① 葛飾区 201,186 5,571 2.77%

② 江戸川区 308,862 8,163 2.64%

③ 足立区 310,434 8,043 2.59%

④ 荒川区 102,411 2,413 2.36%

⑤ 墨田区 130,678 2,532 1.94%

4,793,594 76,421 1.59%23区
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 ⑦ 分譲マンションと世帯数の関係  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 ⑧ 公的住宅と世帯数の関係  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本区の分譲マンションは、管理組合を確認できるもので 885 組合、51,570

戸あり、総世帯数（341,773 世帯）の約 15％を占めています。この戸数は今

後も伸びるものと考えられ、分譲マンションは住まい方の一翼を担う重要な住宅

ストックとなっています。 

本区の公的住宅（都営・区営住宅、東京都住宅供給公社（JKK）住宅、都市再

生機構（UR）住宅、高齢者向け賃貸住宅）は 28,204 戸あり、総世帯数（341,773

世帯）の約 8％を占めています。 

■ 公的住宅戸数の推移 

出典：住宅課資料 

■ 分譲マンション整備戸数の推移 

出典：住宅課資料 

※グラフの上部の   で囲まれた数値は合計値を表す。
す。 
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平成 24（2012）年度まで：外国人登録法による人口 

平成 25（2013）年度以降：住民基本台帳法による人口 

 

 

 ⑨ 外国人の人口  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【人口・世帯の状況】からみた課題  

●本区の人口及び世帯数をみると、将来的には減少に転じることが見込まれており、人口減

少・超高齢化社会に対応した住まいづくりが求められます。 

●子育て世帯（夫婦と子世帯）は微増に留まっており、都市の活力の維持・向上を図るため

にも、子育て世帯の定着を促す居住環境づくりや、子育て世帯と親が近くに住み、相互に

助け合いやすい環境を充実させていくことが求められます。 

●老年人口は増加傾向にあり、住みなれた地域で暮らし続けるためにも、ライフスタイル・

ライフステージに応じた住み替えやセーフティネット機能の強化、熟年者などを地域で支

える仕組みづくりなどが求められます。 

●熟年者の単身世帯、外国人などの増加が見込まれ、これらの住宅確保要配慮者が住宅を確

保しやすい環境づくりや居住支援が必要です。  

本区における外国人人口は、平成 23（2011）年の東日本大震災を受けて一旦、減

少に転じましたが、その翌々年以降は上昇に転じ、平成 30（2018）年 4 月 1 日現

在約 33,000 人となっています。 

なお、本区には 23 区中 2 番目に多くの外国人が生活しています。 

■ 区内の外国人人口の推移 

出典：住民基本台帳（各年 4月 1日） 

■ 江戸川区に住む外国人の国籍別人数 

出典：住民基本台帳（H30 年 4 月 1日） 

■ 東京都における外国人人口

数 
1 新宿区 41,704 人

2 江戸川区 33,347 人

3 足立区 30,161 人

4 豊島区 28,792 人

5 江東区 28,127 人

東京都における外国人人口数（上位5区）

総計

33,347人
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4,365人
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24,900 
25,755 25,765 

24,241 

22,741 
23,442 

25,603 

28,353 

31,063 

33,347 

20,000

25,000

30,000

35,000

2007年

（平成19年）

2008年

（平成20年）

2009年

（平成21年）

2010年

（平成22年）

2011年

（平成23年）

2012年

（平成24年）

2013年

（平成25年）

2014年

（平成26年）

2015年

（平成27年）

2016年

（平成28年）

2017年

（平成29年）

2018年

（平成30年）

（人）



 

 

25 

（２）土地及び住宅ストックの状況 

 ① 土地利用の動向  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ② 住宅戸数の状況  

 

 

 

  

本区の土地利用状況は、住宅用地が最も多く全体の約 32％を占めています。 

住宅用地は、平成 8（1996）年の約 1,199ha から平成 28（2016）年の約

1,547ha へと、20 年間で約 348ha 増加しており、商業、工業用地及び屋外

利用地は減少傾向にあります。 

また、同期間で公園運動場は約 57ha、道路は約 61ha 増加しています。 

本区における住宅総戸数は 346,710 戸であり、共同住宅が 208,710 戸と

全体の約 60％、一戸建が 93,310 戸と約 27%を占めています。また、居住な

しの住宅が 39,370 戸あり、全体の約 11％となっています。 

 

■ 土地利用（用途別）面積推移 

出典：土地利用現況調査 

 

※グラフの上部の   で囲まれた数値は合計値を表す。 

出典：住宅・土地統計調査(総務省) 

 

■ 種類別住宅総戸数 

31,030
(10.3%)

31,950
(10.2%)

39,370
(11.4%)

79,330
(26.4%)

84,090
(26.7%)

93,310
(26.9%)

185,120
(61.7%)

195,000
(62.0%)

208,710
(60.2%)

4,710
(1.6%)

3,650
(1.2%)

5,310
(1.5%)

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

2003年

(平成15年)

2008年

(平成20年)

2013年

(平成25年)

居住あり

（長屋・その他）

居住あり

（共同住宅）

居住あり

（一戸建）

居住なし

300,190 314,690
346,710

(戸)

274.0
(5.6%)

292.8
(6.0%)

298.7
(6.1%)

300.7
(6.1%)

306.6
(6.2%)

330.8
(6.7%)

292.6
(6.0%)

294.8
(6.0%)

288.4
(5.9%)

283.0
(5.8%)

1199.1
(24.4%)

1333.5
(27.2%)

1421.0
(28.9%)

1477.0
(30.1%)

1546.7
(31.5%)

384.6
(7.8%)

340.1
(6.9%)

317.2
(6.5%)

303.2
(6.2%)

274.0
(5.6%)

4.6(0.1%)

3.5(0.1%)

4.5(0.1%)

3.5(0.1%)

2.9(0.1%)

438.2
(8.9%)

398.9
(8.1%)

356.4
(7.3%))

325.5
(6.6%)

327.6
(6.7%)

340.5
(6.9%)

381.1
(7.8%)

406.2
(8.3%)

415.9
(8.5%)

397.8
(8.1%)

938.0
(19.1%)

962.5
(19.6%)

968.3
(19.7%)

983.2
(20.0%)

999.3
(20.4%)

165.8(3.4%)

102.2(2.1%)

61.4(1.3%)

64.9(1.3%)

53.4(1.1%)

22.8(0.5%)

22.8(0.5%)

21.4(0.4%)

20.2(0.4%)

23.4(0.5%)

110.0(2.2%)

91.2(1.9%)

75.6(1.5%)

62.4(1.3%)

56.6(1.2%)

553.7
(11.3%)

535.1
(10.9%)

531.4
(10.8%)

530.6
(10.8%)

500.0
(10.2%)

146.5
(3.0%)

152.3
(3.1%)

151.7
(3.1%)

133.1
(2.7%)

137.3
(2.8%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1996年

（平成8年）

2001年

（平成13年）

2006年

（平成18年）

2011年

（平成23年）

2016年

（平成28年）

公共用地 商業用地 住宅用地 工業用地

農林漁業施設用地 屋外利用地 公園・運動場 道路

未利用地 鉄道 農地 水面・河川

森林・原野・その他

（表中の数値単位：ha）※構成比は小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも100とはならない。
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 ③ 住宅の種類及び構造の状況  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

住宅総戸数 346,710 戸のうち居住のある住宅 307,330 戸の種類をみる

と、持ち家が 133,380 戸、借家が 153,030 戸となっています。持ち家の内

訳を見ると、一戸建が共同住宅よりも多くなっています。また、借家では約８割

（約 120,000 戸）を民間が占めており、次いで、東京都住宅供給公社（JKK）

及び都市再生機構（UR）住宅、公営住宅、給与住宅がそれぞれ約 10,000 戸ず

つで続きます。 

さらに、居住のある住宅を構造別にみると、鉄骨・鉄筋コンクリート造が過半

を占め（52％）、次いで防火木造、木造の順となっています。また、建て方別に

みると、一戸建では木造が約 41％、防火木造が約 50%と木質系の住宅が多く、

共同住宅では鉄骨・鉄筋コンクリート造が約 74％を占めています。 

※給与住宅：社宅・公務員住宅などのように、会社・団体・官公庁などが所有また

は管理して、その職員を職務の都合上または給与の一部として居住さ

せている住宅。 

■ 住宅（持ち家・借家など）の内訳 

出典：H25 住宅・土地統計調査（総務省）をもとに作成 

■ 構造別戸数 

出典：H25 住宅・土地統計調査（総務省）をもとに作成 

※グラフの上部の   で囲まれた数値は合計値を表す。 

※ 

52％ 

20,920

公営
11,460

一戸建
80,160

JKK・UR
12,490

長屋
1,160

民間
118,830

共同住宅
51,520

給与住宅
10,240

その他・不明
540

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000 140,000 160,000 180,000

不明

借家

持ち家

居住のある住宅=307,330戸

※数値は四捨五入されているため、総数と内訳の合計は必ずしも一致しない。

持ち家総戸数

133,380戸

借家総戸数

153,030戸

（戸）

38,560 46,420
5,460 2,720

13,080
20,170

153,670

21,590

1,420
2,570

730

550

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

木造 防火木造 鉄骨・鉄筋

コンクリート

鉄骨造

長屋・その他

共同住宅

一戸建

居住のある住宅=307,330戸
(戸)

53,060 69,160

159,860

24,860

建て方 
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 ④ 空き家の状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区内に空き家は 37,730 戸あるとされ、住宅総数に占める割合では 10.9%と、

23 区平均（11.2%）より低くなっています。このうち 7 割以上を賃貸または売

却用物件が占めていますが、その一方で特に用途のない「その他の住宅」が、約

10,000 戸（26.4％）存在しています。 

また、空き家を腐朽・破損の有無の状況別にみると、腐朽・破損ありのものが

約 5,000 戸と全体の約 13％を占めています。 

■ 住宅総数に占める空き家数の状況及び空き家率（平成 25 年） 

出典：H25 住宅・土地統計調査（総務省） 

全国 13.5%

東京都 11.1%

２３区 11.2%

本区 10.9%

空き家率（H25）

■ 空き家の用途分類別・腐朽･破損の有無の状況 

出典：H25 住宅・土地統計調査（総務省） 

※1 二次的住宅：恒常的な居住のない別荘や勤務上の仮住まいなど。 
※2 その他の住宅：二次的、賃貸用、売却用以外で人が住んでいない住宅。 
         転勤、入院などで長期不在の住宅や取壊し予定の住宅など。 
 

住宅総数
346,710

居住あり
307,330

居住なし
39,370

空き家
37,730

（10.9％）

その他の住宅
9,960

売却用の住宅
1,710

賃貸用の住宅
25,710

二次的住宅
350

一時現在者
のみの住宅

1,360

用途分類

二次的住宅※1 350 0.9 ％ 230 0.6 ％ 120 0.3 ％

賃貸用の住宅 25,710 68.1 ％ 21,960 58.2 ％ 3,750 9.9 ％

売却用の住宅 1,710 4.5 ％ 1,650 4.4 ％ 60 0.2 ％

その他の住宅※2 9,960 26.4 ％ 9,110 24.1 ％ 850 2.3 ％

計 37,730 100.0 ％ 32,950 87.3 ％ 4,780 12.7 ％

総戸数（戸・％） 腐朽・破損なし（戸・％） 腐朽・破損あり（戸・％）
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 ⑤ 住宅着工戸数とその平均床面積  

本区の住宅着工戸数は、近年、減少傾向にあり、23 区全体に占める割合も低く

なっていましたが、平成 29（2017）年度は増加に転じています。 

また、着工住宅の１戸当たりの床面積も減少傾向にありますが、23 区平均と

比較すると、広い面積を維持しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ 区内の住宅着工戸数の推移 

出典：住宅着工統計調査（国土交通省） 

■ 着工住宅の 1戸当たり平均床面積の推移 

出典：住宅着工統計調査（国土交通省） 

5,347 5,170
5,786

5,453
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23区の着工戸数全体に占める割合

住宅着工戸数（戸）

（年度）
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65.7
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59.9 60.0

56.8

72.0
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 ⑥ 広さ別にみた家賃  

住宅の家賃を居住室の広さ※別にみると、区内の家賃は 23 区平均より安価な

傾向にあります。特に住宅の広さが 39.6 ㎡（24.0 畳）以上になると 23 区平均

よりも安くなる傾向が強まります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※居住室の広さ：玄関、廊下、トイレ、浴室などを除いた居住用区画の面積の合計。 
（台所は流し等を除いて、3 畳以上あるダイニングキッチンの場合に算入。） 

■ 住宅の居住室の広さ別にみた家賃（平成 25 年） 

出典：H25 住宅・土地統計調査（総務省） 

※ 3.3 ㎡を 2 畳として換算しています。 
※ 家賃額の平均に 0 円のものは含みません。 
 

44,957
58,878

70,616
84,795 86,470

112,194

53,444
65,743

78,090

94,339
109,965

160,120

0.84 0.90 0.90 0.90

0.79
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9.8㎡以下

(5.9畳以下)
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(6.0～11.9畳)

19.8～29.6㎡

(12.0～17.9畳)

29.7～39.5㎡

(18.0～23.9畳)

39.6～49.4㎡

(24.0～29.9畳)

49.5㎡以上

(30.0畳以上)

江戸川区 23区 家賃比（江戸川区/23区）

（円/月）
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額
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均
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比
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 ⑦ 居住面積水準の達成状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区内の居住面積水準の達成状況をみると、最低居住面積水準達成率は約 84%と

なり、23 区平均の約 83%よりも高くなっています。 

しかし、誘導居住面積水準の達成状況は約 38%に留まり、23 区平均の約 41%

よりも低くなっています。 

■ 居住面積水準の達成状況（平成 25（ 2 0 1 3）年） 

■ 居住面積水準の達成状況（平成 25 年） 

出典：H25 住宅・土地統計調査（総務省） 

出典：H25 住宅・土地統計調査（総務省） 

84.0%

37.6%

31.5%

51.1%

16.0%

62.4%

68.5%

48.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

最低居住面積

誘導居住面積（全体）

都市居住型（共同住宅）

一般型（戸建住宅）

達成 未達成

【江戸川区】

82.6%

40.8%

34.8%

59.5%

17.4%

59.2%

65.2%

40.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

最低居住面積

誘導居住面積（全体）

都市居住型（共同住宅）

一般型（戸建住宅）

達成 未達成

【23区】
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家族の人数に合わせた快適な住まいはどれくらいの広さかご存知でしょうか。 

居住面積水準について、国が指標としているデータがあります。 

また、誘導居住面積には都市の郊外と都市部以外の戸建住宅を想定した 

「一般型」や、都市の中心とその周辺の共同住宅を想定した「都市居住型」が

あり、住み方や世帯の人数によって面積水準が変わります。 

みなさんも自分の家族構成に応じて計算してみてはいかがでしょうか。 

家族人数に合わせた住まいの面積 

  最低居住面積  健康で文化的な生活に最低限必要な居住面積水準 

  誘導居住面積  豊かな生活を送るために必要と考えられる居住面積水準 

■住生活基本計画（全国計画）における「居住面積水準」の計算式■ 

最低居住面積 
① 単身者……25 ㎡ 

② 2 人以上の世帯……10 ㎡×世帯人数＋10 ㎡ 

誘導居住面積 

一般型 
① 単身者……55 ㎡ 

② 2 人以上の世帯……25 ㎡×世帯人数＋25 ㎡ 

都市居住型 
① 単身者……40 ㎡ 

② 2 人以上の世帯……20 ㎡×世帯人数＋15 ㎡ 

※注意※ 

・子どもは、３歳未満は 0.25 人、３歳以上６歳未満は 0.5 人、６歳以上 10 歳未満は 0.75 人として

計算します。ただし、世帯人数が２人に満たない場合は２人とします。 

・人数が４人を超えたら、算出した面積から５％差し引きます。 

～単身の場合～ ～３人家族※の場合～ 

※子どもが 10 歳以上の場合の例 

最低居住面積 40 ㎡ 

誘導居住面積 
一般型 100 ㎡ 

都市居住型 75 ㎡ 

 

最低居住面積 25 ㎡ 

誘導居住面積 
一般型 55 ㎡ 

都市居住型 40 ㎡ 

 

10 歳 

 例えば… 

コラム 
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 ⑧ 子育て世帯の住まいの状況  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

世帯主が 35 歳未満では持ち家が約 21％、35～44 歳では約 48％、45～54

歳では約 62％となっており、世帯主の年齢が高いほど、持ち家の割合は増加して

います。また、35 歳未満の若い子育て世帯の約 79％が借家で子育てを行ってい

ます。 

住宅の広さが 70 ㎡以上の世帯は、子どもの年齢が５歳以下では約 33％です

が、6 歳以上になると半数以上となっています。 

■ 世帯主の年齢別にみた子育て世帯の住宅形態（平成 25 年） 

出典：H25 住宅・土地統計調査（総務省） 

■ 子育て世帯の子どもの年齢別住宅の広さ割合（平成 25 年） 

出典：H25 住宅・土地統計調査（総務省）をもとに独自集計 

59.7%

38.5%

26.2%

19.0%

9.5%

13.8%

27.2%

35.9%

28.7%

11.9%

0.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

1.1%

2.9%

1.2%

2.5%

2.6%

24.8%

31.4%

36.5%

49.6%

76.1%

0.0%

0.0%

0.2%

0.2%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

６５歳以上

５５～６５歳未満

４５～５５歳未満

３５～４５歳未満

３５歳未満

持ち家一戸建 持ち家共同住宅 持ち家その他 借家一戸建 借家共同住宅 借家その他

2.0%

2.3%

2.6%

1.2%

2.4%

21.8%

10.8%

13.4%

13.2%

14.2%

43.3%

31.8%

26.9%

30.2%

25.1%

24.4%

44.3%

40.0%

39.9%

30.1%

8.5%

10.8%

17.1%

15.5%

28.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0～5歳以下

6～9歳以下

10～17歳以下

18～24歳以下

25歳以上

～29㎡ 30～49㎡ 50～69㎡ 70～99㎡ 100㎡～
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 ⑨ 熟年者の住まいの状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

高齢単身世帯と高齢夫婦世帯の住まいの延べ面積※をみると、高齢単身世帯

の約 57％、高齢夫婦世帯の約 78％が延べ面積 50 ㎡以上となっています。 

また、延べ面積のうちトイレや廊下などを含まない居住室の広さ（畳数）に

ついて、高齢単身世帯と高齢夫婦世帯の値を他の世帯と比較してみると、持ち

家に住む高齢単身世帯の居住室は約 27 畳（約 45 ㎡）であり、借家に居住す

る世帯（５人世帯は除く）よりも広くなっています。 

■ 高齢単身世帯と高齢夫婦世帯の居住室の畳数と他の世帯との比較 

出典：H25 住宅・土地統計調査（総務省） 

※延べ面積：住宅の床面積の合計で、居間、客間、寝室などの「居住室」に、玄関、廊下、 
トイレ、浴室のほか事務室やお店などの面積も含む。 

 

■ 高齢単身世帯と高齢夫婦世帯の住まいの延べ面積 

出典：H25 住宅・土地統計調査（総務省） 

21.1

6.5

22.2

15.9

27.8

28.5

14.8

25.9

7.9

13.1

6.0

10.0

0.1

0.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

65歳以上の単身世帯

65歳以上の夫婦世帯

29㎡以下 30 ～ 49㎡ 50 ～ 69㎡ 70 ～ 99㎡ 100 ～ 149㎡ 150㎡以上 不詳

56.5％

77.5％

27.10

30.37
32.17

34.43

38.57
41.14

14.20

19.58
21.93

24.42

27.28

24.85

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

45.00

高齢単身

世帯

高齢夫婦

世帯

3人世帯 4人世帯 5人世帯 6人以上

世帯

高齢単身

世帯

高齢夫婦

世帯

3人世帯 4人世帯 5人世帯 6人以上

世帯

持ち家 借家

（畳）

※3人世帯、4人世帯、5人世帯、6人以上世帯は、全年齢層を対象とする

持ち家 借家

持ち家の高齢単身世帯は、

借家に住む世帯（５人世帯は除く）より

居住室の畳数が広い
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 ⑩ 障害者の住まいの状況  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑪ 持ち家の取得方法  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区内の障害者グループホーム＊の利用者数は、平成 29（2017）年度で 427 人

（3 月の利用者数）の利用があり、毎年増加しています。 

本区の持ち家の取得方法は、新築によるものが約 7 割を超え、中古購入は約

2 割程度に留まっています。 

これらの割合は 23 区平均と概ね同じ傾向となっています。 

※1 新 築 購 入：建て売り住宅または分譲住宅を購入。 
※2 新築（建替え）：既存の持ち家を壊して注文住宅を新築。 
※3 新築（建替え除く）：新たな場所に、または住宅以外の建物があった所に 

注文住宅を新築。 

出典：H25 住宅・土地統計調査（総務省） 

■ 持ち家の取得方法（平成 25 年） 

36.5%

35.7%

23.9%

21.6%

12.7%

12.1%

19.3%

20.6%

4.3%

5.6%

3.3%

4.5%

江戸川区

23区

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新築購入 新築（建替え） 新築（建替え除く）

中古購入 相続・贈与 その他

※1 ※2 ※3

※毎年度３月の１箇月あたりの利用者数を示しています。 

■ グループホームの利用者数 

出典：江戸川区障害福祉計画 

72
87

99 104
126

150
178

210
237

295

332 335

389
406

427
445

463
476

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

2003

（平成15）

2004

（平成16）

2005

（平成17）

2006

（平成18）

2007

（平成19）

2008

（平成20）

2009

（平成21）

2010

（平成22）

2011

（平成23）

2012

（平成24）

2013

（平成25）

2014

（平成26）

2015

（平成27）

2016

（平成28）

2017

（平成29）

2018

（平成30）

2019

（平成31）

2020

（平成32）

（単位：人）
見込量実績値

（年度）
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 ⑫ リフォーム工事実施住宅の状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

本区の持ち家のうち、平成 21（2009）年以降にリフォームを実施した住宅の割

合は約 25％となっており、23 区平均よりもわずかに高くなっています。 

リフォームを実施した住宅を形態別にみると、一戸建が約 70%と最も高く、

23 区平均の約 58%に比べると 10 ポイント以上高くなっています。次いで共

同住宅が約 29%となっています。 

また、リフォーム住宅を建築時期別にみると、平成 2（1990）年以前の建築物が

過半を占めています。 

■ 持ち家における平成 21 年以降のリフォーム工事実施割合 

出典：H25 住宅・土地統計調査（総務省） 

24.7%

23.8%

75.3%

76.2%

江戸川区

23区

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

リフォーム実施 リフォーム未実施

■ 平成 21 年以降のリフォーム工事を実施した住宅の形態別割合 

出典：H25 住宅・土地統計調査（総務省） 

69.6%

57.6%

28.7%

38.4%

1.7%

4.0%

江戸川区

23区

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一戸建 共同住宅 長屋など

■ 平成 21 年以降のリフォーム工事を実施した住宅の 

 建築時期別割合（本区） 

出典：H25 住宅・土地統計調査（総務省） 

51.8％
（1990（平成2）年以前）

1960年以前

（昭和35年以前）

2.9％
1961～1970年

（昭和36～45年）

8.0％

1971～1980年

（昭和46～55年）

19.0％

1981～1990年

（昭和56～平成2年）

21.9％

1991～2000年

（平成3～12年）

24.2％

2001～2010年

（平成13～22年）

11.7％

2011～2013年9月

（平成23～25年9月）

5.1％

不詳

7.1％
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 ⑬ 住宅のバリアフリー化の状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

住宅のバリアフリー化の状況を所有形態別にみると、持ち家共同住宅が最も充

実しており、廊下の車いす対応を除きすべての項目において 23 区平均を上回っ

ています。次いで、持ち家一戸建が充実しており、借家のバリアフリー化は遅れて

います。 

また、持ち家・借家を問わず、一戸建において車いす対応が遅れています。 

■ 住宅のバリアフリー化の状況（平成 25 年） 

出典：H25 住宅・土地統計調査（総務省） 

76.7

52.9

37.3

34.8

40.0

40.3

23.3

69.2

47.0

35.3

35.4

39.8

36.8

30.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

高齢者等のための設備がある

手すりがある

またぎやすい高さの浴槽

廊下などが車いすで通行可能な幅

段差のない屋内

道路から玄関まで車いすで通行可能

高齢者等のための設備はない

（％）

江戸川区

23区

持ち家共同住宅

61.9

57.6

25.6

11.3

17.9

8.6

38.1

65.7

60.6

30.0

14.9

20.1

10.8

34.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

高齢者等のための設備がある

手すりがある

またぎやすい高さの浴槽

廊下などが車いすで通行可能な幅

段差のない屋内

道路から玄関まで車いすで通行可能

高齢者等のための設備はない

（％）

江戸川区

23区

持ち家一戸建

44.5

29.5

9.7

15.2

15.5

20.1

55.5

47.5

35.6

18.5

20.2

21.5

23.6

52.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

高齢者等のための設備がある

手すりがある

またぎやすい高さの浴槽

廊下などが車いすで通行可能な幅

段差のない屋内

道路から玄関まで車いすで通行可能

高齢者等のための設備はない

（％）

江戸川区

23区

借家共同住宅

22.7

18.4

10.1

0.0

9.2

5.3

77.3

29.6

25.7

10.1

3.8

7.0

5.6

70.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

高齢者等のための設備がある

手すりがある

またぎやすい高さの浴槽

廊下などが車いすで通行可能な幅

段差のない屋内

道路から玄関まで車いすで通行可能

高齢者等のための設備はない

（％）

江戸川区

23区

借家一戸建
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【土地および住宅ストックの状況】からみた課題  

  

●良好な住宅ストック形成のためには、最低限の敷地面積の確保や適切な床面積の確保など

とともに、多様なライフスタイルに対応し、世帯構成・規模や暮らし方に応じた居住面積

を確保することが求められます。 

●高齢単身世帯や高齢夫婦世帯の住まいは比較的広く、特に、持ち家に住む高齢単身世帯の

居住室は、借家住まいの6 人以上の世帯よりも広くなっています。住宅の管理も含む暮ら

しやすさを考慮すると、世帯の規模に見合った住まいへの住み替えなどの支援が求められ

ます。 

●障害者については、グループホームの誘致など住みなれた地域で暮らし続けることができ

る仕組みづくり、住環境づくりが求められます。 

●本区では、多くの既存の住宅ストックが高経年化してきており、維持管理、老朽化への対

応（修繕、補修、建替えなど）、高齢化への対応（バリアフリー化）、あるいは中古住宅の

購入率の拡大、共同住宅に対するリフォーム工事や改修などの支援が求められます。 

●今後、空き家が増加すると予想され、防災・防犯上の観点から、空き家の未然防止のため

に適正な管理や有効活用の仕組みづくりなどが求められます。 

 

 

 

 

  まちなかのバリアフリー 

 

本区では、区民誰もが快適に生活できるよう、

歩道の拡幅や車道との段差の解消、車いす対応ト

イレの設置など、公共施設のバリアフリー化を推

進しています。 

また、障害者や熟年者が安心して外出できるよ

う、区内のバリアフリーの情報を掲載した「バリ

アフリーマップ」を発行しており、掲載されてい

る店舗・飲食店・医療施設などに掲載を表すステ

ッカーをお配りしています。 

コラム 
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（３）分譲マンションの状況 

 ① 分譲マンション件数の状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ② 耐震化状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本区の分譲マンションは、昭和 48（1973）年から毎年 10 件前後整備されるよ

うになり、平成初頭（1990 年代初頭）の不動産バブルの崩壊による落ち込みを

経て、平成７（1995）年から 40 件前後へと急増し、平成 13（2001）年には 62 件

と最も多くなっています。その後、平成 21（2009）年以降は、20 件未満を推移し

ています。 

昭和5６（1981）年5月以前の旧耐震基準で建築された分譲マンションの耐震化

状況を見ると、対象となる 93 管理組合のうち、「診断の結果 補強不要」及び

「補強完了」を合わせた対応済が約 4 割となっています。一方で「未診断」のも

のが約３割、「診断完了 設計未着手」のものが約２割、「設計完了 補強未着手」

のものが約１割存在しています。 

出典：建築指導課資料（H30 年 5 月時点） 

■ 旧耐震基準で建築された分譲マンションの耐震化状況 

除去予定

1組合

1.1％
診断の結果 補強不要

17組合

18.3％

補強完了

20組合

21.5％

設計完了 補強未着手

9組合

9.7％

診断完了 設計未着手

16組合

17.2％

未診断

30組合

32.3％

管理組合数

９３組合

■ 分譲マンション管理組合数（年次別） 

出典：住宅課資料（H30 年 5 月時点） 

件数（件） 

累計（件） 

対応済 
37 組合 39.8％ 
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 ③ 管理の状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

江戸川区分譲マンション管理組合アンケート＊によると、分譲マンションの再

生・更新（改修・建替え・売却）について、検討しているマンションはほとんどあ

りませんでした。 

長期修繕計画を作成したマンションは約 8 割ある一方で、少数ながら未作成の

マンションがあります。 

■ 分譲マンションの再生･更新の 

  検討状況 

出典：江戸川区分譲マンション管理組合アンケート (平成 28 年)    

■ 分譲マンションの長期修繕計画の 

  作成状況 

作成済み

改訂予定なし
26

作成済み

改訂予定あり
27

新規作成予定
7

作成しない 2 無回答 2

（n=64)

平成 29（2017）年度末現在、分譲マンションは都内に約 181 万戸あり、総世帯数

の 1/4 を占める重要な住宅ストックとなっています。そのような中、建物と居住者

の「2 つの老い」の進行に伴い、管理上の問題が増加しています。 

東京都では、管理組合などが管理状況を報告することを制度化し、管理状況の把握、

管理不全の予防・改善を促す検討を進めています。管理不全の兆候を判断する項目や

管理を適正に行う上での重要な項目は以下のとおりです。 

管理不全の兆候を判断する項目 管理を適正に行う上で重要な項目 

など 

区分所有者などの名簿が管理され 
常に最新の状態になっているか 

長期修繕計画が作成され 
定期的に見直されているか 

管理規約が守られるような 
継続的な取組みが行われているか 

管理組合が活動しているか 

耐震診断や耐震改修の実施について
計画しているか 

修繕工事を実施できるように 
修繕積立金額が設定されているか 

管理費が適切に使用されているか 

総会に管理組合員が出席しているか 

など 

東京都のマンション適正管理の考え方 コラム 

2

0

0

55

1

0 20 40 60

改修検討

建替え検討

売却検討

検討なし

その他

総数(n=64) 複数回答

件数
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 ④ 居住者の自治会の加入状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【分譲マンションの状況】からみた課題 

●本区の分譲マンションが増加の一途をたどる中で、築 40 年を超えるような高経年マンシ

ョン＊も現れてきており、マンションの長寿命化を見据えた適切な維持管理が求められま

す。 

●首都直下型地震などの危険性が指摘される中で、耐震性の低い分譲マンションについては、

一層の耐震化が求められます。 

●居住者の高齢化対策や良好な管理組合運営には、分譲マンション内のみならず地域とのコ

ミュニティの形成が欠かせないため、分譲マンションの地域における持続性を高めるよう

な、住民相互で助け合う仕組みづくりが求められます。 

  

前出の管理組合アンケートによると、自治会を組織しているマンションあるいは

地域の自治会に加入しているマンションは約 8 割となっています。 

■ 分譲マンションにおける自治会の設置・加入状況 

出典：江戸川区分譲マンション管理組合アンケート（平成 28 年）       

マンション自ら組織 
または地域に加入 

51 組合 79.8％ 
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（４）環境・エネルギーに関する状況 

 ① 温室効果ガスの排出量の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区内の温室効果ガス＊排出量は、年々減少する傾向にありますが、このうち民生

家庭部門については 800 千ｔ-CO2前後で推移しており、ほぼ横ばいとなってい

ます。 

平成26（2014）年度の民生家庭部門は756千ｔ-CO2で全体2,009千ｔ-CO2

の約 38%を占めています。 

■ 部門別の温室効果ガス排出量の推移 

※温室効果ガス排出量は年度ごとの比較をしやすくするため、電力について平成
16 年度の二酸化炭素排出係数に固定して算定。 

出典：第２次エコタウンえどがわ推進計画 

 

※グラフの上部の   で囲まれた数値は合計値を表す。 
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 ② 住宅の省エネルギー性能  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【環境・エネルギーに関する状況】からみた課題 

 

●区内の温室効果ガス排出量のうち、民生家庭部門が排出量全体に占める割合は約 4割と高

い傾向にあり、地球温暖化対策を進める上で、住宅の低炭素化の促進に取組むことが求め

られます。 

●環境に配慮した住まいづくりを目指すために、住宅の省エネルギー性能の向上に向けた住

宅改修の支援や、再生可能エネルギー＊などの普及策の検討などが求められます。 

  

区内の住宅における太陽光発電機器の設置割合は 0.42％、二重サッシまたは複

層ガラスの窓がすべての窓に設置されている割合は 6.42％となっており、23 区

平均と比較して低い傾向にあります。 

■ 省エネルギー設備の設置状況（平成 25 年） 

出典：H25 住宅・土地統計調査（総務省） 

0.49%

0.42%
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0% 1% 2% 3% 4% 5% 6% 7% 8% 9% 10%
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二重サッシまたは複層ガラスの窓が

すべての窓に設置

二重サッシまたは複層ガラスの窓が

一部の窓に設置

江戸川区

23区
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基礎 壁量 筋交い・接合部
年代 地震年表 建築基準法の変遷

建築基準法の規定

昭和15
(1940）年

以前

昭和15
(1940）年

昭和25
(1950）年

昭和35
(1960）年

昭和45
(1970）年

昭和55
(1980）年

平成2
(1990）年

平成12
(2000）年

平成22
(2010）年

1948
福井地震

1964
新潟地震
1965
十勝沖地震

1978
宮城県沖地震

2007
能登半島地震

2011
東日本大震災

2016
熊本地震

1920
市街地建築物法施行

1924 大改正

1950 制定
（壁量の規定）

1959 改正
（壁量の強化）

1971 改正
（基礎の布基礎化）

1981 改正
（壁量の再強化）

2000 改正

必要壁量の制定

必要壁量の改正

必要壁量の改正

布基礎化の規定

地耐力に応じた
基礎構造を規定

筋交いなどの耐震
規 定が新設

壁の配置バラン
スに関して規定

筋交いサイズや強
い壁に見合った金
物使用を規定

1995
阪神・淡路大震災

82
83

84
85

87
88

90
91

92
93

94
95

96
97

98

80

85

90

95

100

2006

(平成18)

2007

(平成19)

2008

(平成20)

2009

(平成21)

2010

(平成22)

2011

(平成23)

2012

(平成24)

2013

(平成25)

2014

(平成26)

2015

(平成27)

2016

(平成28)

2017

(平成29)

2018

(平成30)

2019

(平成31)

2020

(平成32)

(％)

耐震化率

（年度）

（５）防災・防犯に関する状況 

 ① 耐震化の状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

本区の住宅は、積極的な耐震化の推進を継続してきており、平成 18（2006）年度

に 82％だった耐震化率は、平成 29（2017）年度には 95％まで増加しています。 

■ 住宅の耐震化率の推移 

出典：住宅課資料 
※：平成 30 年以降は見込み 

建築基準法では、地震から人命を守れるよう、建物の安全性に基準を設けており、

大きな地震を経験するたびに改定しています。基準を満たした住宅では、震度 6 強程

度の地震に対しても即座に倒壊または崩壊しないとされています。 

耐震基準の変遷 

旧
耐
震 

1981.6.1 

新
耐
震 

推計値 

コラム 
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 ② 災害の危険度  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

本区は、陸域面積の約 7 割が満潮位以下のゼロメートル地帯にあり、大規模な

洪水や高潮が発生すると、ほとんどの区域が浸水するおそれがあります。 

地震災害に対しては、東京都の「地震に関する地域危険度測定調査※」（平成

30（2018）年 2 月）によると、平井地区や小岩地区、東小松川地区などにおいて、

総合危険度ランク４及び５の町丁目が分布しています。 

※地震に関する地域危険度測定調査： 
東京都が概ね５年ごとに行う調査。都内の市街化区域 5,177 町丁目の地震に関する危険

性を、建物倒壊危険度、火災危険度に加えて、災害時活動困難度を加味し、総合危険度につ
いて測定・公表。 

■ 地震の総合危険度ランク ■ 江東 5区の洪水浸水想定区域  

出典：江東 5区大規模水害ハザードマップ 

 

町丁目界 

地震の総合危険度ランク 

   ５ [1-85 位] 

   ４ [86-372 位] 

   ３  

   ２  

   １  

※地震の総合危険度ランク４及び５の地域は、地震発生時
に建物の倒壊、火災の発生、狭小な道路が通行できなく
なるなどのリスクを抱えており、建物の耐震性向上だけ
でなく、市街地の防災性能を向上させる取組みが求めら
れます。 

出典：地震に関する地域危険度測定調査（H30.2）（東京都） 

平井地区 

東小松川地区 

小岩地区 
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危
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 ③ 犯罪の発生状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【防災・防犯に関する状況】からみた課題 

●地震から生命及び財産を守るとともに、安心して住み続けるため、旧耐震基準で建つ住宅

の耐震性能の向上に向けて、耐震診断や耐震改修などの支援が求められます。 

●大規模な洪水や高潮などが発生した場合、本区の広範囲が浸水するおそれがあることから、

堤防の強化を図る必要があります。 

●地震に対する総合危険度ランクの高い地域の改善のため、個々の建築物の耐震性能の向上

のほか、避難路・活動空間となる細街路や公園・緑地などの整備、確保など、面的な市街

地整備と併せて対応していく必要があります。 

●安全で安心な暮らしを守るため、住宅の防犯性能の向上や地域の防犯対策の支援などが求

められます。 

区内の犯罪発生件数をみると、平成 29（2017）年は 5,902 件となっており、平

成 12（2000）年の 18,275 件の約 32%にまで減少しています。このうち住宅に

関する犯罪（空き巣など）は、平成 29（2017）年で 175 件と、一定数の存在が認

められます。 

■ 区内の犯罪発生件数 

出典：警視庁資料 

■ 区内の住宅に関する犯罪（空き巣・忍込み・居空き※）発生件数 

出典：警視庁資料 

※居空き：住人が在宅中に窃盗を働く侵入盗のこと。 

①空き巣  150 件 
②忍込み   20 件 
③居空き     5 件 

上位3 位 
①自転車盗 2,387件 
②万 引 き   463件 
③粗 暴 犯   294件 
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本区の住宅着工戸数（住宅の供給量）は減少傾向にあるなか、多様なライフス

タイルに対応し、世帯構成・規模や暮らし方に応じた居住面積を確保することが

求められます。 

また、将来的な人口・世帯数の減少を考慮すると、既存の住宅ストックの活用

が重要であり、中古住宅やリフォーム市場の活性化が求められます。 

今後、空き家が増加することが予想され、空き家の未然防止のための情報の把

握、適正な管理、有効活用の仕組みづくりなどが求められます。 

 

熟年者の単身世帯やひとり親世帯、外国人などの増加により、住宅の確保が自

力では困難な住宅確保要配慮者の増加が見込まれます。従来、セーフティネット

としての役割を果たしてきた公営住宅ストックには、戸数に一定の限りがあるこ

とから、民間賃貸住宅を有効に活用できる仕組みづくりが求められます。 

 

本区の老年人口は増加傾向にあり、平成 52（2040）年には、総人口の約 3 割が

熟年者になることが見込まれます。最期まで自分らしい暮らしを続けられるよう

に在宅医療が求められるなか、熟年者が健康でいきいきと暮らせるよう、バリア

フリー化など熟年者に適した住まいの充実を図る必要があります。また、障害者

の暮らしの場が、施設から地域へ移行するなか、生活の基盤である住宅の確保が

求められます。 

 

近年、子育て世帯（夫婦と子世帯）の数は微増に留まっており、30 歳代の人

口動向は転出超過の傾向にあります。現状の傾向で推移すると、子育て世帯は、

平成 37（2025）年には減少に転じることが見込まれます。都市の活力の維持・向

上を図るためには、子育て世帯の定着が重要であり、若い子育て世帯に対応した

良質な賃貸住宅や子育てしやすい持ち家住宅など、子育て世帯のニーズに応じた

住まいの充実が求められます。 

 

（６）本区の住宅施策の課題 

前項までの住宅・住環境の現状と課題を踏まえ、本区の住宅施策における課題を 

７つに整理します。 
 

 ① 子育て世帯の定住促進  

 
 
 
 
 
 
 
 

 ② 熟年者や障害者などが暮らしやすい住まいの確保   
 
 
 
 
 
 
 

 

 ③ 誰もが住まいを安心して確保できる仕組みづくり  

 
 
 
 
 

 

 ④ 良好な住宅の維持、空き家への対応  
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本区は水害リスクの高まりが懸念される地域であり、現在想定している以上の

水害に耐えられるよう、堤防の強化を図る必要があります。 

また、木造住宅が密集する危険度の高い地域が残っており、震災時の被害の軽

減や拡大防止を図るため、市街地の整備・改善や住宅の耐震化・不燃化の促進な

ど防災性能の向上が求められます。 

さらに、防犯など平常時の安全・安心については、総合的な防犯対策を進める

とともに、地域ぐるみの防犯意識の向上などが求められます。 

 

本区は温室効果ガスの約４割が家庭由来となっていることから、住宅における

低炭素化の取組みが重要です。このため、断熱性の向上など建物自体の省エネル

ギー性能を高めていくとともに、再生可能エネルギーや省エネルギー設備・機器

の普及を図ることが求められます。 

 

本区の総世帯数の約 15％が分譲マンションに居住し、マンションが重要なス

トックとなっているなかで、耐震性の確保や高経年マンションの修繕など適切な

維持管理や建替えなどの具体化に対する支援などが課題となります。 

高齢化が進展するなか、マンションに居住する世帯においても高齢単身世帯、

高齢夫婦世帯が増加することが予想されます。また、マンションが長くあり続け

ることで世代の入れ替わりが起こり、居住歴の短い人や長い人の混在化が進んで

います。熟年者が住み続けられるために、あるいは防災への備えを充実させるた

めにも、マンションコミュニティの形成を図り、住民相互のつながりなど熟年者

を地域で支える仕組みづくりが求められます。 

 

 ⑤ 分譲マンションへの対応  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 ⑥ 環境問題への対応  

 

 

 

 

 

 

 

 ⑦ 災害への対応、防犯対策  
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２.２ 地域の特性 

 

「江戸川区都市計画マスタープラン」の「地域別構想」における７つの地域区分に

基づき、各地域の概況を整理するとともに、人口・世帯や土地利用、住宅などの統計

データ※からみた地域の特性を示します。 

（１）地域概況 

各地域の沿革や今後のまちづくりの方向性などの概況を整理します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※住宅・土地統計調査は抽出調査です。今回、区内の地域別に集計を行うため、総務省統

計局から「住宅・土地統計調査」のデータ提供を受け、独自に集計を行っています。 



 

49 

 

 

 

・平井地域は、平井駅の開業を契機に、区内でも早い時期から都市化が進んだ戸建住宅が中心の地

域で、平井駅前には古くからの商店街が形成されています。 

・小松川地域は、住宅や工場が混在する密集市街地が形成されていましたが、市街地再開発事業＊

により、大規模な住宅団地などが整備されました。 

・今後は、平井駅周辺において、商業の活性化や新たなにぎわいの創出に向けたまちづくりを進め

ます。 

小松川・平井 

・区役所の立地を契機に公共施設の集積が進み、区の中心として発展しています。高度経済成長期

には江東工業地帯の外縁として、工場立地が進み、職住近接のまちが形成されました。 

・一之江駅周辺では、土地区画整理事業＊などにより、都市基盤や駅前広場が整備されました。 

・親水公園、親水緑道があり、地域の資源を活かした魅力となっています。 

・今後は、文化施設の集積や親水公園などの水辺環境を活かしながら、住環境のさらなる魅力向上

を図ります。 

中央 

・かつては水田・蓮田が広がる田園地帯でしたが、東京メトロ東西線や都営新宿線の開業を契機に

交通利便性や住環境が向上し、まちが発展しました。 

・新川、古川親水公園、一之江境川親水公園などを軸として、水とみどり豊かな住宅地が形成され

ています。 

・今後は、船堀駅周辺への庁舎移転に伴い、新たなにぎわいの創出に向けたまちづくりを進めます。 

葛西（北部） 

・土地区画整理事業などにより、集合住宅や大規模公園が整備され、良好な住宅地が生まれました。 

・東京メトロ東西線により都心とのアクセス性が良好で、若者・子育て世帯の人口が多い地域です。 

・今後は、東京 2020 大会に向けて整備されるカヌー・スラロームセンターを活用しながら、「カ

ヌーのまち」として、にぎわいの創出を図ります。 

葛西（南部） 

・ＪＲ小岩駅、京成小岩駅、江戸川駅の開業を契機に市街化が進みました。 

・現在 JR 小岩駅周辺では、親しみのある商店街が形成され、地域の顔となっています。 

・駅周辺の背後地は戸建住宅を中心とした住宅地となっています。 

・今後は、JR 小岩駅周辺での市街地再開発事業や、京成小岩駅周辺における京成本線の連続立体

交差事業に併せて、魅力あるまちづくりを進めます。 

小岩 

・かつては水田の広がる田園地帯であり、現在でも花卉や小松菜を栽培する農地が分布し、昔なが

らの農家住宅が立地しています。 

・都営新宿線の篠崎駅周辺では土地区画整理事業が行われ、良好な都市基盤をもった住宅地が形成

されています。また、駅前の駐輪場や商業施設の整備が進み、区民の利便性が向上しています。 

・今後は、農地を保全・活用するとともに、地域特性を活かしながら、魅力あるまちづくりを進め

ます。 

鹿骨 

・かつては水田の広がる田園地帯でしたが、春江地区及び瑞江駅周辺の土地区画整理事業などによ

り、良好な住宅地が形成されました。 

・瑞江駅周辺では、良好な都市基盤を活かして商業集積が進んでいます。 

・今後は、旧江戸川沿いに分布するスポーツ・レクリエーション施設などのにぎわい資源を活かし

て更なるまちの魅力向上を図ります。 

東部 
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（２）各項目による地域別特性 

 ① 人口  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

人口は、葛西地域（南部）が本区の約 23％を占め最も高く、鹿骨地域が約 8%と

最も低くなっています。 

高齢化率は、小岩地域が約 25%と最も高く、次いで、小松川・平井地域となって

おり、最も低い地域は葛西地域（南部）の約 16%となっています。 

また、子育て世帯にあたる 25～44 歳までの人口が最も多いのは葛西地域（南

部）となっています。 

■ 人口割合（地域別） 

出典：住民基本台帳（H30 年 10 月 1 日） 

■ 高齢化率（地域別） 

出典：住民基本台帳（H30 年 10 月 1 日） 

■ 年齢別人口割合図（地域別） 
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区平均 21.0％ 総数：697,898（人）・ 
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 ② 家族類型別世帯割合  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

夫婦と子世帯、ひとり親と子世帯の割合は、東部地域が約 41%と最も高く、わ

ずかな差で鹿骨地域、中央地域が続きます。葛西地域（南部）は、65 歳未満の単

身世帯の割合も最も高く（約 39％）、比較的若い世代が多い地域となっています。 

また、高齢単身世帯の割合が最も高いのは小松川・平井地域の約 14%、次いで

小岩地域、中央地域の順となっています。なお、高齢夫婦世帯の割合は、鹿骨地域

の約 9%が最も高く、次いで東部地域、小松川・平井地域、中央地域の順となって

います。 

■ 家族類型別世帯割合（地域別） 

出典：H27 国勢調査（総務省） 

■高齢単身世帯（地域別） ■高齢夫婦世帯（地域別） 

出典：H27 国勢調査（総務省） 出典：H27 国勢調査（総務省） 
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区平均 7.6%

■ 高齢単身世帯（地域別） ■ 高齢夫婦世帯（地域別） 
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52 

 

 ③ 土地利用  

【小松川・平井地域】 

旧中川と荒川に囲まれた特性から、水面・河川の割合が最も高くなっていま

す。また、市街地再開発事業で整備された大島小松川公園があり、公園・運動

場についても最も割合が高くなっています。 

【中央地域】 

工業用地の割合が最も高く、住工が共存したまちとなっています。一方で公

園・運動場の割合が低くなっています。 

【葛西地域（北部）】 

住宅用地の割合が高く、一戸建住宅と集合住宅が共存する地域になっていま

す。 

【葛西地域（南部）】 

葛西臨海公園や総合レクリエーション公園などの公園の整備水準が高いこ

とから、公園・運動場の割合が高く、ゆとり、うるおいのある住宅地となって

います。 

【小岩地域】 

住宅用地の割合が最も高く、小岩駅周辺は商業施設が集積し、住宅地と共存

した地域になっています。 

【鹿骨地域】 

農地の割合が最も高く、住宅と農業が共存した地域になっています。また、

篠崎公園があることから、公園・運動場の割合が高くなっています。 

【東部地域】 

住宅用地の割合が最も高く、瑞江駅周辺のにぎわいと住宅地が共存した地域

になっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 用途別土地利用（地域別） 

出典：H28 区部土地利用現況調査 
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 ④ 住宅種別戸数割合  

 

 

 

 

 

 

  

地域別の住宅総数の割合をみると、葛西地域（南部）が約 24％と最も高く、

次いで中央地域、小岩地域となっています。 

また、共同住宅の割合が最も高いのは葛西地域（南部）の約 91％となってお

り、次いで小松川・平井地域となっています。なお、一戸建の割合は鹿骨地域と

中央地域が高くなっています。 

※国勢調査（平成 27 年）によると、一般世帯数は 298,510 世帯（戸）であり、住宅・土地統
計調査（平成 25 年）の総戸数（居住のある住宅）は、307,330 戸となっています。 

■ 種類別住宅の割合（地域別） 

出典：H27 国勢調査（総務省） 

出典：H27 国勢調査（総務省） 

■ 住宅総数の割合（地域別） 
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24.4%

中央
54,757
18.3%

小松川・平井
25,639

8.6%

 総数：298,510（戸）※・ 

22.5%

45.7%

30.4%
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 ⑤ 建築時期別住宅割合  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑥ 所有関係別建て方割合  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

建築時期別の住宅割合をみると、昭和 55（1980）年以前の住宅割合が葛西地域

（北部）で約 31%と最も高く、次いで小岩地域及び鹿骨地域となっています。 

また、葛西地域（南部）は、昭和 56（1981）年～平成 2（1990）年の住宅割合が

最も高くなっています。 

鹿骨地域や東部地域は、平成３（1991）年以降の建築の割合が多くなっていま

す。 

所有関係別の建て方割合をみると、持ち家の一戸建は中央地域が約 44%と最

も高く、次いで東部地域、鹿骨地域となっています。 

持ち家の共同住宅は、小松川・平井地域と葛西地域（南部）において多くなっ

ています。 

また、借家の共同住宅では、葛西地域（南部）が約 66%と最も多く、次いで

葛西地域（北部）、小松川・平井地域となっています。 

■ 所有関係別建て方割合（地域別） 

出典：H25 住宅・土地統計調査（総務省）をもとに独自集計 

■ 建築時期別住宅割合（地域別） 

出典：H25 住宅・土地統計調査（総務省）をもとに独自集計 
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 ⑦ 空き家率  

空き家率は、小岩地域が約 13%と最も高く、東部地域が約８%と最も低くなってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑧ 中古住宅の取得状況  

中古住宅の取得率（持ち家の購入方法のうち中古住宅購入の比率）は、葛西

地域（南部）が約 34%と最も高く、次いで、葛西地域（北部）、小松川・平井

地域となっています。また、鹿骨地域が約 14％と最も低くなっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ 中古住宅の取得率（地域別） 

出典：H25 住宅・土地統計調査（総務省）をもとに独自集計 

■ 空き家率（地域別） 

出典：H25 住宅・土地統計調査（総務省）をもとに独自集計 
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２.３ これからの住まいづくりの視点 

住宅マスタープランの策定から現在までの主な取組みや社会情勢の変化を踏ま

え、これからの住宅施策の視点を以下に示します。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これまでの視点 

（改定前） 
改定後 

だれもが良質な

住まいを確保で

き、住み慣れた

地域に住みつづ

けられる住まい

づくり 

ゆとりある
住まい 

ライフスタ
イルに応じ
た住まい 

防災性の 
高い住まい 

防災性が高い 

住宅・住環境 

づくり 街づくりを 
推進する 
住まい 

熟年者や障害者

などをはじめ、

誰もが快適に良

好なコミュニテ

ィのなかで安心

して暮らせる環

境づくり 

熟年者や 
障害者など
にやさしい 
住まい 

だれもが 
自立して 
住み続けら
れる住まい 

だれもが地域に

愛着をもち、将

来にわたって住

み続けたいと思

える住環境づく

り 環境にやさ
しい住まい 

だれもがライフス

タイルやライフス

テージに合った住

まいを選択でき、

住みなれたまちで

暮らしつづけられ

る住まいづくり 

だれもが良質な住

まいを確保でき、 

住み慣れた地域に

住みつづけられる

住まいづくり 

住宅の環境性能・

防災・防犯性能を

向上させ環境にや

さしく安全で安心

な住まいづくり 


